第４回　府中市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画推進協議会　議事録
１　日時：平成19年9月6日（木）午後1時30分～午後3時30分

２　会場：北庁舎３階　第４会議室

３　出席者：（委員）13名

和気会長、鈴木（眞）副会長、芦川委員、川口委員、川又委員、鈴木（恂）委員、田口委員、田中委員、戸田委員、野島委員、能勢委員、平形委員、米田委員

（事務局）10名

矢ケ崎部長、鎌田次長、鳥羽課長、岡主幹、田添主幹、新藤課長補佐、山崎主査（地域福祉推進課）、村越係長（介護保険係）、中野係長（介護支援係）
４　欠席者：石渡委員

５　傍聴者：なし
６　議事前の流れ

　　１）開会

　　２）資料確認

７　議事内容

　進行役：和気会長

（１）高齢者分野アンケート調査について

【説明】

○事務局説明

　事前に修正したアンケート調査票6種類を配布させていただいた。修正は、前回の協議会の意見、その後いただいた意見、事務局の考え方を基に行った。回答者の負担ができるだけ少なくなるよう質問数を調整した。アンケート調査は10月上旬に発送する予定であり、本日の協議会で最終決定としたい。

【説明】資料２（高齢者分野アンケート調査票へのご意見と変更案）に基づき説明

○事務局
・調査１（高齢者一般）は質問数を34から28に減らす。地域の見守り活動への参加意識をどう喚起していくか、行政施策を検討するための基礎資料を得るという視点から質問を修正した。

・調査２（介護保険居宅サービス利用者、以下、居宅利用者調査）は質問数を45から34に減らす。サービス利用に関する問題に絞るという視点から質問項目を修正した。

・調査３（介護保険施設サービス利用者、以下、施設利用者調査）は質問数を31から28に減らす。本人回答が無理な場合、家族に回答してもらえるアンケートとするという視点から質問項目を修正した。

・調査４（介護保険居宅サービス未利用者、以下、未利用者調査）は質問数を41から29に削減。本人回答が無理な場合、家族に回答してもらえるアンケートとするという視点から質問項目を減らす。

・調査５（居宅介護支援事業者）と調査６（予防・居宅介護サービス提供事業者支及び施設サービス提供事業者、以下、居宅・施設事業者）は人材確保に関する質問を強化した。なお、調査５（居宅介護支援事業者）の問20地域密着型事業への参入意向は、調査票から削除したい。
【質疑応答】

『意見Ａ』
高齢者一般調査の問15選択肢3の市民医療センターは修正が必要。

未利用者調査の問6の選択肢に「病院に入院」を加えた方がよい。
施設利用者調査の問10は特別養護老人ホームは⑤～⑦は果たすべき機能ではないので、整理する方がよい。

『意見Ｂ』

特別養護老人ホームの立場では、健康管理・栄養管理は位置づけられているが、医療機能は提供できない。入所者は90歳以上が1/3以上を占める状況であり、病気というより老化によるものも多い。

施設利用者調査の問8について、入所者は体の状況が改善される方はごく少ない。施設は入居者の状況が変化した場合に家族に連絡する。回答者が答えにくいと思うので、質問文を修正する方がよい。

『意見Ｃ』

特別養護老人ホーム、老人保健施設、療養型医療施設の３つをくくってアンケートするのはどうかと思っている。市としては何が知りたいのかによって内容が違うのではないか。施設利用者調査の問10の機能は3つの施設でそれぞれ「できること」と「できないこと」がある。

『回答Ｃ』

調査の基本設計に関わる意見である。制度上できない機能があるので、非該当について、質問の仕方を工夫することにしたい。

『意見Ｄ』

施設利用者調査の問2「現在受けている医療処置等」について、特別養護老人ホームは家族に代わって介護をするのが基本なので、このような医療処置が必要な方は受け入れられない。

『回答Ｄ』

回答する施設を示すなど、質問の仕方を工夫することにしたい。

『意見Ｅ』

施設利用者調査の問3「現在の施設に入所されるまでの期間」は特別養護老人ホームと老人保健施設でかなり違う。市が社会資源を有効に増やしていくために活用できるデータになるようにして欲しい。

『意見Ｆ』

特別養護老人ホームの入所者はいくつかの老人保健施設を回ってから入る人も多いがその実態はつかめないが、どうするか。

『回答Ｆ』
施設によって待機の意味が違うという意見。選択肢に「半年未満」を入れるなど、質問の仕方を工夫することにしたい。
『意見Ｇ』

施設利用者調査の「記入にあたってのお願い」について、解答は基本的には本人で、回答できない場合は家族とする方がよいと思う。

『回答Ｇ』

原則、本人で、回答できない場合は家族が回答する方がよい。
『意見Ｈ』

施設利用者調査の問13について、介護保険料はサービスが充実しなくても高くなっているのが現状。質問文「介護保険サービスの提供量を拡大・充実すると高くなります。」とあるが、これは実態と違うのではないか。

『回答Ｈ』

前回調査と同じ質問。意識が変化しているか把握したい。

一般市民アンケート調査でも同様の質問をしている。若い人の意識とも比較できる。

施設利用者だけでなく、高齢者一般、居宅利用者、未利用者などでも同じ質問をしている。市民が介護保険サービスと保険料についてどう思っているか知りたい。機会があれば東京都などに結果を伝えたい。仕組みをどう変えて行くか参考資料になると思う。サービスの単価については、2回目の調査なのではずしてもよいと考えた。

『意見Ｉ』

問13の質問の意味は分かったが、「介護保険サービスの提供量を拡大・充実すると高くなります。」の一文を入れるのはどうかと思う。

『回答Ｉ』

研究的に言えば、この一文をいれるかどうかで、回答結果が違うと思う。今回は、この一文を削除した方がよいと思うが、そうすると前回調査の結果と比較できなくなる。

『意見Ｊ』

今回は、一文を入れないで質問して、その結果で比較したらどうか。

『回答Ｊ』

事務局で決めることにしたい。

『意見Ｋ』

高齢者一般調査の問3について、介護予防事業の「⑧いきいきプラザ」は「ピースプラザ」と間違っている人が多い。「いきいきプラザ」は開設して1年で市民にまだ余り知られていないようだ。⑧いきいきプラザと⑨いきいきハウスは冒頭に府中市立を入れた方がよい。

『回答Ｋ』

修正する。

『意見Ｌ』

初めに議論しなければならないことだが、アンケート調査の配布数が全体として多いのではないか。市が調査をすると回収率は非常に高くなる。アンケート調査の分析はサンプル数を少なくして、追跡調査をする方が大切だと考えている。そのためにはアンケート母数が多いと思っていた。
『回答Ｌ』

今回は、サンプル数が多いので、追跡調査は難しい。

アンケート調査は、結果を分析して、行政の基礎資料を得るためでなく、どう施策化に活用していくかが重要と考える。分析とプログラム化について、重要な意見と思う。

サンプル数をどうするか、さまざまな市民の意見を把握するために、これで十分に対応できるのか検討して、前回の調査より改善したと考えている。サンプル数など、現在は大きな変更は難しいので了解いただきたい。

アンケート調査の分析を様々行って、結果をみて具体的な提案を出していきたいと考えている。

『意見Ｍ』

未利用者調査について、介護予防関係の質問が削られてしまった。サービスを未利用者の中には要介護度が低いためサービスを利用しない人が多い。そのような人には介護予防が非常に大切と思うので、介護予防関係の項目を入れて欲しい。

『回答Ｍ』

この調査で「介護予防」は、介護保険の非該当を想定している。そのため、介護保険の認定を受けてサービスを受けていない未利用者では介護予防を削ったのだと思う。

介護予防については、認識の違いがあるが、ここでは、介護予防の対象を、介護保険の非該当を想定することとして、介護予防関係の質問は入れないこととする。

『意見Ｎ』

調査の依頼文に、個人情報を守ることについて書かれていないが、これでよいのか。

『回答Ｎ』

今回は同時にいろいろなアンケート調査を行うので、個人情報について確認し、調整し、対応する。

『意見Ｏ』

アンケート調査は内容が絞られたと思う。その結果から何を見つけて行くのか興味を持っている。グループホームの職員なので、どのようなことに参加できるのか考えている。

『質問Ｑ』

事業所はそれぞれ質の向上に向けて努力していると思うが、事業所調査で第三者評価について質問する理由を教えて欲しい。

居宅・施設サービス提供事業所は義務付けられているが、居宅介護支援事業所も第三者評価を受けなければならないのか。

『意見Ｑ』

東京都の第三者評価は、例えば特別養護老人ホームでは60万円を補助して受けるように進めている。情報公開は内容については問わず書類の有無を問うものだが、第三者評価はさらに踏み込んで、サービスや施設の質を問うもの。ここで第三者評価の実施意向について質問するのかどうか。

『回答Ｑ』

第三者評価は事業者の質の改善の姿勢を求めるもの。認知症グループホームは義務付けられている。サービスの利用者は選択するための情報を求めているので、東京都は第三者評価の実施について積極的な姿勢をとっている。今回調査で受審がなぜ進まないか明らかにできれば、制度改善につなげることができる。
（委員の質問に対して）

居宅介護支援事業所も第三者評価の助成金の交付対象である。（追加資料：助成金の対象となる福祉サービスの種類及び助成額）

『意見Ｒ』

アンケート調査について結果の全てを施策に結びつけるのは難しい。例えば、在宅支援を充実するのか、福祉施設を充実していくのかなど、判断基準、優先順位を示す必要があると思う。

『回答Ｒ』

アンケート調査の結果が出てきたら、検討したいと考えている。

アンケート調査票については、基本的には「これでよい」ということにして欲しい。アンケート票は本日の意見を基に修正するが、最終的には会長一任ということにさせていただきたい。

（２）平成18年度事業報告について

【説明】資料９（平成18年度高齢者支援課事業報告／介護保険サービス利用の計画と実績）、追加資料（介護保険）に基づき説明

○事務局説明（高齢者支援課事業報告について）
　高齢者支援課事業は48事業について平成17～19年度の計画と実績を示した。全体の進捗率は63.11％。個々の事業で進捗率は違うが、3年間で100％の進捗を目指すものなので、2年間で63％の進捗率ということは、計画が着実に進んでいると考えられる。

○事務局説明（介護保険サービス利用の計画と実績について）

サービスの見込み量と実績をまとめると、平成18年度に介護保険制度の改正があったため比較できないサービスがある。介護予防は計画と実績に大きな差がある。

介護保険の6年間の給付総額は、平成17年から18年に初めて、増加額が1億円を切った。制度改正が顕著に現れていると思う。
【質疑応答】

『意見Ａ』

高齢者支援課事業の中には実績の低いものがあるが、例えば制約や仕組みなど使い勝手が悪くて実績が低い事業もある。なぜ実績が低いのか、また、実績が伸びているのはなぜなのか、検討すべきだと思う。

『回答Ａ』

実績の低い事業について、事務局はどう考えているか。

生活支援ヘルパーは事業費の進捗率30.69％と低い。これは介護保険サービスに移行した代表事例。

外出支援サービスは16.73％と低い。これは利用者を、うつ・閉じこもりの人に絞ったためと思う。

ねたきり高齢者理髪事業は100％を超えている。これは対象者が増えていることと、無料で、自宅でサービスが利用できるためと思う。

日常生活用具給付事業は100％を大きく超えている。これは18年度のみの事業として軽介護者に対する特殊寝台購入助成を実施、という特殊事情による。

『質問Ｂ』

介護保険の認定者数が15年から16年にかけて、17年から18年にかけて減っているが、特別の理由があるのか、教えて欲しい。

『回答Ｂ』

新規の申請者数は平成14年がピークでその後減少している。その結果、認定者数の減少が見られる。統計でみると介護保険サービスを必要とする人が減少している。近隣自治体では調布市で認定申請者が昨年は減少したという。

『質問Ｃ』

府中ではサービス提供水準が高いほうにあるとおもうが、なぜ、申請者、認定者が減少しているのか、理由を分析して欲しい。
『回答Ｃ』

サービスに関する市民の認知度も上がっている。介護予防の効果が現れているのかなどは、もう数年みて様子をみるべきと思う。

『意見Ｄ』

要支援１，２のサービス未利用者は、18年度から予防給付に変ったのでので、利用したいサービスが利用できなくなった。かなり深刻な状況と思う。要介護度別の未利用者数を知りたい。

『回答Ｄ』

要介護度別の未利用者数は公表できない。

介護保険の申請者数、未利用者数の動きをみて、現在、どのようなことが起こり、それが統計的にどのように現れてくるのか、できる範囲で把握したい。

『質問Ｅ』

介護保険の保険給付では、「その他」の給付額が非常に増えている。内訳を教えて欲しい。

『回答Ｅ』

制度改正により、施設入所者等の食費・居住費が自己負担になった。この自己負担分について低所得の方への負担限度額制度があり、特定入所者介護サービス費が給付される。
また、利用者の所得に応じて、高額介護サービス費が給付されている。これらが「その他」に含まれる。

『意見Ｆ』

アンケート調査全体について、次回に実施する時は配布数を少なくして費用も削って行って欲しい。その場合は、配布数も含めて協議会で検討させて欲しい。

８　その他
　１）スケジュール
○中野係長

次回推進協議会は、年明けの2月7日（木）午後1時30分～3時30分を予定している。
連絡は改めて行う
以上
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